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（要旨） 

○2014 年度の一般会計決算概要によれば、純剰余金は 1.6 兆円であった。今後、2015 年度の補正予算編成

を求める声が高まる公算が大きい。2015 年度のプライマリーバランス半減目標の存在を踏まえると、実

質的な補正予算の上限額は２兆円程度になると予測する。 

 

○補正予算を“2016 年度に繰り越す”という「ウルトラＣ」を使えば、２兆円以上の補正予算と財政目標

を両立することが出来ないわけではない。財政再建の進捗を妨げているものは、「余ったお金を使い切

る」体質だ。政権支持率低下、経済統計の不振と逆風が吹く中で、政府が“補正予算の誘惑”に対し

て、どれだけ自制を働かせることができるかが問われている。 

 

○「純剰余金」で補正予算は組めない 

 2014 年度の一般会計決算概要が公表された。2014 年度の税収上振れ額や不用額（使われなかった額）をは

じめとする純剰余金は、1.6 兆円であった。 

 今後予想されるのが、補正予算の編成を求める声が上がることだ。近年は、前年度の純剰余金を補正予算

の財源に充てることが通例化している。しかし忘れてはならないのは、2015 年度は「基礎的財政収支（以下、

ＰＢ）の 2010 年度対比半減」という財政目標の対象年度であるということだ。当初予算段階では、国・地方

ベースの基礎的財政収支は、▲16.4 兆円（名目 GDP 比▲3.3％、目標達成ラインも▲3.3％）と、ぎりぎり半

減目標を達成する形となっており、これ以上基礎的収支を悪化させることは難しい状態にある1。 

補正予算を編成すれば目標達成の成否にも影響が生じる。結論を述べると、今回生じた“前年度の純剰余

金”を基に 2015 年度補正を組んだ場合、半減目標は未達成になる。基礎的収支の決算額は、「（当年度に使

った政策経費）－（当年度に生じた税収・税外収入）」で定まる。“2014 年度”の剰余金を使って“2015 年

度”の補正を組んだ場合、“15 年度”の歳出が増える一方で“15 年度”の税収・税外収入は増えないので、

15 年度の基礎的収支は悪化する。財政目標との整合性を考えると、純剰余金を財源に補正を組むことはでき

ない。 

 

○上限額は２兆円程か 

 しかし、組める額がゼロというわけではない。「2015 年度」の税収が上振れれば話は別だ。2015 年度の税

収増を財源に 2015 年度の政策経費を増やすので、基礎的収支への影響はニュートラルだ。“補正予算編成が

予想される今年秋ごろに財務省が見込んだ税収上振れ額”が、財政目標と両立する形で組める補正予算の上

限、ということになる。そして、2015 年度の税収は、2014 年度の税収決算額上振れによる発射台の高まりを

背景に、既に上方修正の可能性が濃厚だ。１～２兆円程度の上振れは想定できる情勢にある2。  

なお、このほかによく補正予算の財源とされるのが当年度の国債費の不用額だ。当初予算時点では高めの

                             
1四捨五入の影響も考慮して厳密に言えば、基礎的収支が▲16.66 兆円であっても名目ＧＤＰ比▲3.3％にはなるので、0.2～0.3 兆円のバッファーはある。 
2 弊著「税収は５年連続の上振れ～2020 年度の財政目標にまた一歩近づく～」（2015.7.3）をご参照ください。 
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金利前提をおいて歳出額の見込みを立てているため、国債費の不用が生じるケースが多かった（資料２）。

しかし、この「国債費の不用額」も補正財源にすることはできない。一見すると浮いた額を使うので基礎的

収支にはニュートラルにみえるが、ＰＢ対象外経費である国債費をＰＢ対象費に付け替えることになるため、

基礎的収支には悪化要因となる。 

 

資料１．2015 年度の税収上振れなら補正財源にできる      資料２．「決算」－「当初予算時点」の国債費の差 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）第一生命経済研究所が作成。                （出所）財務省資料より第一生命経済研究所が作成。 

 

○2016 年度への付け替えという「ウルトラＣ」 

 もうひとつ、ＰＢ目標と多額の補正予算を両立する方法が無いわけではない。決算額は“当年度に実際に

使った額”であるのだから、“2015 年度”に使わなければ良い。つまり、2015
．．．．

年度に組んだ補正予算を
．．．．．．．．．．．

2016
．．．．

年度に繰越して
．．．．．．．

使えば
．．．

、2015 年度のプライマリーバランスに悪影響は生じず、半減目標との整合性問題

も生じない。例えば、竣工まで時間のかかる公共工事などを計上すれば、2015 年度決算に計上される歳出額

は少なくなり、2016 年度に歳出増を付け替えることが可能になる。無論、これでは半減目標自体は達成する

ことができても、2016 年度への時点間付け替えによるものであり“目標形骸化”の謗りを受けても仕方が無

い。 

足元では、消費や生産など冴えない経済統計が目立っているほか、内閣支持率も低下しており、政権には

逆風が吹いている。“補正予算の誘惑”に駆られやすい状態にあるといえるだろう。日本の財政健全化にと

っての大きな障害は、「余ったお金を使い切る」慣習だ。こうした局面で、どれだけ自制を働かせることが

できるかが問われている。 
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参考．補正予算：財源ごとに異なる基礎的財政収支への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）第一生命経済研究所が作成。 
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（Ａ）国債費の不用（見込みより少額）による補正予算編成
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（Ｂ）税収上振れによる補正予算編成
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（Ｃ）前年度剰余金による補正予算編成
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